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  （百万円未満切捨て）

１．平成28年３月期の連結業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 252,550 3.1 10,264 9.7 10,714 11.7 6,411 17.9 

27年３月期 244,982 5.8 9,361 17.9 9,591 19.7 5,439 24.5 
 
（注）包括利益 28年３月期 5,417 百万円 （△38.0％）  27年３月期 8,741 百万円 （27.8％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

28年３月期 112.68 112.57 7.6 5.6 4.1 

27年３月期 95.60 － 6.9 5.2 3.8 
 
（参考）持分法投資損益 28年３月期 12 百万円   27年３月期 － 百万円 

（注）当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」を算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期 191,773 88,596 45.2 1,521.92 

27年３月期 192,841 84,742 43.0 1,457.39 
 
（参考）自己資本 28年３月期 86,595 百万円   27年３月期 82,924 百万円 

（注）当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して「１株当たり純資産」を算定しております。 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

28年３月期 11,279 △12,536 △5,292 19,954 

27年３月期 15,457 △9,835 1,840 26,480 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
27年３月期 － 22.50 － 22.50 45.00 1,280 23.5 1.6 
28年３月期 － 16.50 － 16.50 33.00 1,877 29.3 2.2 
29年３月期（予想） － 17.50 － 17.50 35.00   29.3   
（注）当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。平成27年３月期については、当該株式分割前の実

際の配当金の額を記載しております。 
 



 
３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 132,900 5.4 5,700 △0.6 5,700 △1.4 3,300 △2.1 58.00 

通期 266,000 5.3 11,000 7.2 11,100 3.6 6,800 6.1 119.51 

 

※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 有    

 新規 2社 （社名）ＡＳＲリサイクリング鹿島株式会社、KONOIKE MYANMAR CO.,LTD. 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

（注）詳細は、23ページ「５．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期 56,899,202 株 27年３月期 56,899,202 株 

②  期末自己株式数 28年３月期 276 株 27年３月期 36 株 

③  期中平均株式数 28年３月期 56,898,943 株 27年３月期 56,899,166 株 

（注）当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して、発行済株式数（普通株式）を算定しております。 
 
（参考）個別業績の概要 

１．平成28年３月期の個別業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 181,993 2.2 5,593 5.7 5,823 5.3 4,879 48.2 

27年３月期 178,140 4.1 5,291 18.9 5,529 △24.4 3,293 △21.4 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年３月期 85.76 85.68 

27年３月期 57.89 － 

（注）当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮

定して「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」を算定しております。 
 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期 157,354 68,627 43.5 1,203.98 

27年３月期 158,030 65,287 41.3 1,147.43 
 
（参考）自己資本 28年３月期 68,505 百万円   27年３月期 65,287 百万円 

（注）当社は、平成27年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮

定して「１株当たり純資産」を算定しております。 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務

諸表及び財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

 



 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料P．2「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧

ください。 

 
（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 
 当社は、平成28年５月19日（木）に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。当日使用する決算説

明資料は、決算説明会翌日に当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、「当

期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

（1）経営成績に関する分析 

 ① 当期の経営成績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府主導の経済・金融緩和政策に加え、インバウンド需要の拡大に伴う景

気の下支えにより雇用情勢が好転するなど、期間始めは緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、期間後半

以降は海外経済の減速に起因する輸出と生産の停滞に加え、年末からの円高の進行や足元の個人消費の弱さにより、

国内景気は足踏みの状況となりました。先行きにつきましても、回復に向けた好材料に乏しく、当面は弱含みでの推

移が持続するものと見込んでおります。 

 物流業界におきましても、消費関連貨物の荷動きが若干ながらも持ち直しつつある一方で、公共投資の縮小や海外

経済停滞の影響による建設関連貨物の荷動き低迷に加え、ドライバー確保のための賃金上昇等、経費が増加傾向にあ

ること等により、厳しい環境が続いております。 

このような経営環境のもと、当社グループは静岡県ならびに岡山県に大型流通センターを開設し、物流網の拡充に

注力したほか、分別リサイクルが困難な混合廃棄物の処理に強みを持つ日鉄住金リサイクル株式会社（現・ＡＳＲリ

サイクリング鹿島株式会社）を子会社化し、環境関連サービスを強化する等、国内営業基盤の増強に努めてまいりま

した。 

 当連結会計年度の業績といたしましては、食品関連分野での新規拠点開設による取扱量増加や、インバウンド増加

による関西国際空港の国際線増便を受け、空港関連業務が好調に推移したこと等により、売上高は2,525億50百万円

（前連結会計年度比3.1％増）となりました。利益面につきましては、営業利益は102億64百万円（同9.7％増）、経

常利益は107億14百万円（同11.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は64億11百万円（同17.9％増）となりま

した。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

複合ソリューション事業 

複合ソリューション事業におきましては、鉄鋼関連分野において、内需の伸び悩みや世界的な供給過剰による在

庫調整により、生産工程請負業務は減少したものの、太陽光発電所の新規工事獲得等により若干の増加となりまし

た。食品関連分野においても、飲料等の製造請負業務ならびに配送センター業務が好調に推移した他、新規拠点の

開設により総合スーパーマーケット向け食品等取扱業務が増加しました。また、空港関連分野における羽田空港で

の国際線旅客カウンター業務ならびに機内清掃業務の開始等も寄与し、売上高は1,690億14百万円（前連結会計年度

比4.8％増）、セグメント利益は128億27百万円（同9.0％増）となりました。 

 

国内物流事業 

国内物流事業におきましては、コンビニエンスストア向け配送センター業務が好調に推移した他、配送先エリア

拡大によりオフィス用品取扱業務が増加しました。一方で、暖冬の影響で冬物衣料の荷動きが低迷したこと等によ

り、アパレル製品取扱業務が減少し、売上高は微増の502億50百万円（前連結会計年度比1.6％増）となりました。

セグメント利益につきましては、共同配送の推進による配送効率化や燃料価格下落による経費の減少により20億89

百万円（同46.0％増）となりました。 

 

国際物流事業 

国際物流事業におきましては、アメリカ向け自動車関連部材輸出業務が増加した他、省エネ意識の高まりから需

要が増大している太陽光発電の設備輸入業務が好調に推移しました。しかしながら、中国経済の減速により半導体

関連の輸出業務や設備輸送業務等が減少した影響が大きく、売上高は332億85百万円（前連結会計年度比2.9％

減）、セグメント利益は13億１百万円（同10.3％減）となりました。 

 

その他 

 当該事業については、当社グループ内の資産運用業務等が中心であり、金額的重要性も低いため報告セグメント

とはしておりません。そのため記載を省略しております。 

- 2 -



 ② 次期の見通し

今後の我が国経済は、海外景気の減速など下振れリスクを内包しながらも、インバウンド需要の増勢持続や、雇

用情勢の改善による個人消費の持ち直しにより、回復軌道へ復帰していくものと見込んでおります。 

このような経営環境のもと当社グループにおきましては、持続的成長に向け、強みである生産工程の請負やサー

ビスの請負業務を中心としたビジネスモデルの進化に取り組んでまいります。 

具体的には、鉄鋼関連分野において、昨年取得した新規連結会社の通年寄与や、鋼材輸送業務の増加、設備老朽

化対策工事の獲得、事業譲受に伴う業容拡大を見込んでおります。また、食品関連分野ならびに生活関連分野での新

拠点開設による取扱量の増加や、海外関連分野でのベトナムにおけるトラック輸送業務の拡大、空港関連分野でのイ

ンバウンドの増加継続にともなう業容拡大を見込んでおります。 

加えて、昨年に引き続き、経営の効率化に取り組み、業務効率の向上等によるコスト削減を推し進め、収支の改

善にも努めてまいります。 

このような企業活動により、当社グループの次期連結業績予想としましては、売上高2,660億円、営業利益110億

円、経常利益111億円を見込んでおります。 

 

(2）財政状態に関する分析

 ①資産、負債及び純資産の状況

（総資産）

 当連結会計年度末における総資産の残高は1,917億73百万円であり、前連結会計年度末に比べ10億68百万円減少

しました。

（流動資産）

 当連結会計年度末における流動資産の残高は706億85百万円であり、前連結会計年度末に比べ42億34百万円減少

しました。主な要因は、現金及び預金が64億39百万円減少したこと、受取手形及び売掛金が19億６百万円増加し

たこと等によるものです。

（固定資産）

 当連結会計年度末における固定資産の残高は1,210億87百万円であり、前連結会計年度末に比べ31億66百万円増

加しました。主な要因は、建物及び構築物が41億78百万円増加したこと、機械装置及び運搬具が９億69百万円増

加したこと、建設仮勘定が18億21百万円減少したこと等によるものです。

（負債合計）

 当連結会計年度末の負債合計の残高は1,031億77百万円であり、前連結会計年度末に比べ49億21百万円減少しま

した。

（流動負債）

 当連結会計年度末における流動負債の残高は487億28百万円であり、前連結会計年度末に比べ35百万円減少しま

した。主な要因は、１年内償還予定の社債が40億円増加したこと、その他の流動負債が40億５百万円減少したこ

と等によるものです。

（固定負債）

 当連結会計年度末における固定負債の残高は544億48百万円であり、前連結会計年度末に比べ48億86百万円減少

しました。主な要因は、社債が40億円減少したこと、長期借入金が24億32百万円減少したこと、退職給付に係る

負債が13億68百万円増加したこと等によるものです。

（純資産）

 当連結会計年度末における純資産の残高は885億96百万円であり、前連結会計年度末に比べ38億53百万円増加し

ました。主な要因は、利益剰余金が51億15百万円増加したこと、為替換算調整勘定が４億97百万円減少したこ

と、退職給付に係る調整累計額が４億11百万円減少したこと等によるものです。
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 ②キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは112億79百万円の収入となりました。これは、主に税金

等調整前当期純利益が98億98百万円あったこと、減価償却費が73億31百万円あったこと、法人税等の支払額が41

億45百万円あったこと等によるものであります。

 

投資活動によるキャッシュ・フロー

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは125億36百万円の支出となりました。これは、主に有形

固定資産の取得による支出が118億96百万円あったこと、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が

４億29百万円あったこと等によるものであります。

 

財務活動によるキャッシュ・フロー

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは52億92百万円の支出となりました。これは、主に長期

借入金の返済による支出が53億95百万円あったこと、配当金の支払による支出が15億78百万円あったこと等によ

るものであります。

 

 これらの結果に為替変動による減少額63百万円、新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額87百万円を考慮

し、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より65億26百万円減少し、199億54百万

円となりました。

 

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率（％）  37.4 40.6 42.1 43.0 45.2

時価ベースの自己資本比率

（％）
－ 25.2 26.0 37.6 39.1

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
4.2 4.3 2.7 2.7 3.5

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
15.7 17.7 29.0 38.9 33.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済み株式数をベースに計算しています。

（注３）キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用していま

す。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている負債を対象としています。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、各事業年度の業績、財務体質の強化、中長期事業戦略などを総合的に勘案して、内部留保の充実を図りつ

つ、継続的・安定的かつ業績・収益状況に対応した配当の実現を目指すことを基本方針としております。 

 当社は、年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、「会社法第459条第１項各号に定める事項につい

ては、法令に格段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める。」旨を定款に

定めております。 

 当期の配当につきましては、上記の基本方針に基づき１株当たり33円の配当（うち中間配当16円50銭、期末配当16

円50銭）を予定しております。 

内部留保資金については、経営体質の一層の充実、将来の事業展開に役立てていきたいと考えております。 

尚、次期の配当金につきましては、１株当たり35円の配当とさせて頂く予定であります。 

 

(4）事業等のリスク

 当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に影響を及ぼす可能性のある事項は

以下のようなものがあります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生

した場合の対応に努める方針であります。なお、文中における将来に関する事項は本書提出日現在において当社が判

断したものであります。

 

１．経済動向について

 当社グループは、主として国内の製造業や流通・小売業等を顧客として、生産活動や物流機能等にかかる各種アウ

トソーシングに関する事業を展開しており、景気動向、消費動向及び各種業界の業況等の変動により影響を受けてお

ります。

一般に、景気及び消費低迷時には、アウトソーシングにかかる取扱業務量は減少する傾向がありますが、一方で、

企業業績低迷から業務効率改善やコスト削減等を目的としたアウトソーシング需要が拡大する側面があり、これら状

況により当社グループの経営成績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。

 

２．顧客企業等の動向について

 当社グループは、多様な企業との取引により分散を図り、特定企業又は業種の業況変動等による影響を低減させる

方針を有しております。しかしながら、平成28年3月期においては、特定の主要顧客グループとの取引等に起因して、

当社連結売上高のうち、鉄鋼業界向け売上高が約20％を、飲料・食品業界向け売上高が約25％を、それぞれ占めてお

り、これらの業界動向等に影響を受けております。

 また、業界動向に加えて、当社グループの主要な顧客企業において、業績低迷等による生産調整や物流需要の減少

等が生じた場合や、業界再編や海外移転の進展、その他経営戦略の変更により事業拠点の閉鎖・縮小又は取引関係に

重大な変更が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

３．競合について

 当社グループの各事業は、主として業務請負及び貨物運送・倉庫業務を展開しており、これら業務は、顧客企業の

事業活動の一部を請負う形態であります。これら業務においては、業務受注にかかる競合他社との価格競争が生じて

いることに加えて、顧客企業自身の業務効率化・コスト削減等による内製化への移行の可能性があります。

当社グループは、業務オペレーションの効率化、業務品質の向上、顧客ニーズを踏まえた柔軟な業務サービスの提

供等により、顧客企業における評価向上及びリレーションの強化を図り、差別化による受託業務拡大を推進しており

ますが、今後において、当社グループの業務サービスの優位性が低下した場合や、競合等により請負単価が想定以上

に低下した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

４．燃料費及び電力料金等の変動について

 当社グループにおいて使用する輸送用車輌及び船舶等の燃料費は、原油価格の変動により影響を受けております。

今後において、国際的な原油市場の需給バランス、金融情勢、産油国の政治情勢等の影響に伴う原油価格の動向によ

っては燃料費が上昇する可能性があります。また、当社グループが業務において使用する冷凍冷蔵倉庫をはじめとし

た倉庫・物流設備等は一定の電力消費を行うことから、電力料金引き上げ等が生じた場合には費用増加が生じる可能

性があります。

 当社グループは、これらコスト増加が生じた場合には、顧客企業との協議等により適正な業務単価の維持を図って

いく方針でありますが、十分な価格転嫁が困難となる場合には、当社グループの事業運営、経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。
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５．受託業務におけるトラブル等について

当社グループは、顧客企業からの受託業務において多種多様な業務工程を担当しており、顧客製品の品質等に影響

を及ぼす重要工程も一部含まれております。請負業務については、業務管理全般にわたる責任が受託企業にあり、

個々の業務において、労務管理をはじめ、顧客企業の製品の生産量、納期、品質、更には設備、資材管理の領域まで

責任を負っており、当社グループは、顧客企業の要求水準を達成するため適切な業務手順を遵守した業務運営に努め

ております。

しかしながら、受託業務において、当社グループの何らかの瑕疵に起因した品質低下、操業遅延や停止等によるト

ラブル等の発生により、顧客企業の事業活動に重大な支障が発生する又は多額の損失が発生する様な事象が生じた場

合、当社グループの信頼性低下や損害賠償請求の発生、取引解消等に発展し、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

 

６．海外への事業展開について

 当社グループは、国内における事業展開に加えて、アジア地域を中心とした環太平洋地域に拠点を設け、グローバ

ル展開する日系企業及び現地企業を対象とした海外展開強化を推進しております。これら事業展開においては、各地

域において法律・規制、為替、社会・政治及び経済動向等の影響を受けております。

 当社グループは、海外進出に際して各地域における法令・政情・経済情勢その他にかかる調査等によるリスクの把

握及び対応に努めておりますが、予期せぬ情勢変化等が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

 

７．Ｍ＆Ａ、事業提携について

当社グループは、今後の業容拡大等においてＭ＆Ａ(注)及び事業提携戦略は重要かつ有効であると認識しておりま

す。Ｍ＆Ａや事業提携を行う場合においては、対象会社を慎重に検討し、対象会社の財務内容や契約関係等について

詳細なデューデリジェンス(注)を行うことによって、極力リスクを回避するように努める方針としておりますが、買

収後に偶発債務の発生等、未認識の債務が判明する可能性も否定できません。また、のれんが発生する場合はその償

却額を超過する収益力が安定的に確保できることを前提としておりますが、買収後の事業環境や競合状況の変化等に

より買収当初の事業計画遂行に支障が生じ、計画どおりに進まない場合は当該のれんに係る減損損失等の損失が発生

し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(注) Ｍ＆Ａ(Mergers and Acquisitions):企業の買収や合併の総称。主に買収先の企業の株式を買収・取得し、子会

社化又は合併することであります。

(注) デューデリジェンス(Due diligence)：Ｍ＆Ａなどの取引に際して行われる、対象企業の法務・財務・ビジネ

ス・人事・環境などを含めた総合的な資産評価に係る調査活動のことであります。

 

８．人材の育成・確保について

 当社グループでは、顧客企業のニーズに応じて多種多様な業務作業の請負を行っており、各業務作業に関して専門

的な知識を有する人材を育成し、確保する必要があります。また、顧客企業の季節需要を含む業務の繁閑に対して、

外注企業の活用を含めた柔軟な人員配置をコントロールしていく必要があります。

当社グループでは積極的な採用活動を進めるとともに、人材育成のための社内研修の充実を図ることで、必要な人

材の確保に努めております。しかしながら、今後必要な人材の育成及び確保ができなかった場合又は適切な人員配置

等に支障が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

なお、当社グループの請負業務遂行は、当社グループの従業員に加えて一部は外注先等の従業員が担っておりま

す。当社グループは、適法性のみならず業務遂行上必要な人員を確保する観点からも、労働環境の適正化及び管理並

びに適正な外注管理等による業務運営の円滑化に努めておりますが、当社グループの従業員又は外注先等の従業員並

びに関連する労働組合との間で何らかの問題や調整事項等が生じた場合には、業務運営に影響を及ぼす可能性があり

ます。当社グループは、問題等の発生に対して、弁護士等専門家や行政機関等の関与のもと早期に解決を図っていく

方針でありますが、結果として費用増加等が生じる可能性があり、これらに起因して経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

 

９．法的規制等について

①許認可等について

 当社グループは、事業運営等に際して多種多様な法的規制を受けており、各事業にかかる主要な許認可等は以下の

通りであります。

当社グループはこれら関連法令等の遵守に努めており、本書提出日現在において事業運営上の支障をきたす状況は

生じておりません。しかしながら、違反その他事由によりこれら許可等が停止又は取消となった場合又は法的規制の

見直しや新たな制定等により規制強化が生じた場合には、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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主要事業許認可及び有効期限

許認可の名称 法律名 監督省庁
許認可等の

内容
有効期限 当社グループの対象事業

労働者派遣業 労働者派遣法 厚生労働省
(一般)許可

(特定)届出

(一般)許可後５年間

(特定)期間の定め無

し

複合ソリューション事業

国内物流事業

港湾労働者派遣事業 労働者派遣法 厚生労働省 許可 期間の定め無し 国際物流事業 

一般貨物自動車運送事業
貨物自動車運

送事業法
国土交通省 許可 期間の定め無し

複合ソリューション事業

国内物流事業

国際物流事業

貨物利用運送事業

（第一種、第二種）

貨物利用運送

事業法
国土交通省 許可・登録 期間の定め無し

複合ソリューション事業

国内物流事業

国際物流事業

倉庫業
倉庫業法 国土交通省 登録 期間の定め無し 複合ソリューション事業

国内物流事業

国際物流事業食品衛生法 厚生労働省 許可 許可後６年間

建設業 建設業法 国土交通省 許可 許可後５年間
複合ソリューション事業

国際物流事業

産業廃棄物収集運搬業
産業廃棄物処

理法

環境省

厚生労働省
許可 許可後５年間 複合ソリューション事業

保税蔵置場 関税法 財務省 許可 期間の定め無し

複合ソリューション事業

国内物流事業

国際物流事業

特定航空貨物利用運送事業

者

貨物利用運送事

業法
国土交通省 許可・登録 期間の定め無し 国際物流事業

特定航空運送代理店業者
貨物利用運送事

業法
国土交通省 許可・登録 期間の定め無し 国際物流事業

航空運送代理店業
貨物利用運送事

業法
国土交通省 許可・登録 期間の定め無し

複合ソリューション事業

国際物流事業

通関業 通関業法 財務省 許可 期間の定め無し 国際物流事業

海上運送事業 港湾運送事業法 国土交通省 届出 期間の定め無し 国際物流事業

港湾運送業 港湾運送事業法国土交通省 許可 期間の定め無し 国際物流事業

 

②コンプライアンスについて

 当社グループの事業の性質上、a)請負・派遣の区分等の適正化に係る規制、b)外注企業の活用における下請代金支

払遅延等防止法(下請法)に係る規制、c)従業員の労務管理にかかる労働関連法令に係る規制について、留意する必要

があります。

 当社グループは、請負・派遣適正化及び下請法については、社内規則・マニュアル・チェックリスト等の整備・運

用及び管理の徹底を図るとともに、全事業所を対象とした定期調査を実施し、当該法令順守の推進・維持を含む適切

な業務運営が遂行されるように努めております。また、労働関連法令については、業務請負という特性から当社グル

ープの業務量は顧客企業の生産活動等に左右され、突発的な業務量増大等に起因して従業員の労働時間増加が生じる

場合があり、適切な人員配置等を推進するとともに、労使間協定の締結及び遵守並びに労働時間の適切な管理の徹底

等により、法令及び協定等の遵守を推進しております。

 しかしながら、これらの管理不備による不正や違反等により行政処分等が生じた場合には、当社グループの事業運

営、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

③環境規制について

 当社グループが使用する貨物トラック(ディーゼル車輌)は、国及び自治体による自動車ＮＯｘ・ＰＭ法及び環境条

例等の対象となります。当社グループは、かかる環境規制が定める基準適合車を使用する等、これら規制を順守する

ために必要な取り組みを行っております。
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